
特集１ 千葉県環境研究センターの取組  

 

 千葉県環境研究センターは、１３年４月に大気・騒音振動、水質・地質及び廃棄

物分野の調査研究を所管していた３つの研究機関を統合して、環境問題を総合的に

調査研究する機関として発足しました。 
センターの前身であった環境研究所（当初は公害研究所）と水質保全研究所は、

高度経済成長に伴い、大気汚染、水質汚濁及び地盤沈下などのいわゆる公害問題が

大きな社会問題となっていた昭和４０年代に、また、廃棄物情報技術センターは、

廃棄物の減量・再資源化に関する調査研究と情報啓発の拠点として６年に設立され

ましたが、この間、一貫して、環境に関する調査研究活動等を通じて、本県の環境

行政を科学技術の面から支援する役割を担ってきました。 
近年、産業活動に伴う公害問題については、沈静化しつつありますが、一方で、

有害性が懸念される新たな化学物質の出現など、環境汚染の原因となる物質は多様

化し、また、環境問題は局地的なものから地球規模のものまで広がってきています。 
このようなことを背景に、センターでは、有害化学物質に関する環境汚染や光化

学スモッグなど越境大気汚染の実態把握、閉鎖性水域の水質汚濁の主要要因となっ

ている窒素動態の解明、さらには国境を越えた人類の喫緊の課題である地球温暖化

に関する調査研究にも取り組んでいます。 
センターの調査研究活動の成果は、種々の環境政策へ反映されるとともに、継続

的に開催している公開講座や研究職員を派遣する研修会、インターネット・ホーム

ペイジやセンターニュースの発行などを通じて、県民の方々にわかりやすく伝え、

環境保全活動の促進・拡大の一助となるように努めています。 
千葉県環境研究センターは今後とも千葉の環境の改善に向け、効率的かつ効果的

に環境に関する調査・研究を推進するとともに、千葉県の環境情報の発信基地とし

て県民の方々に環境情報を提供していきます。 
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Ⅰ 環境研究センターの役割 

 環境研究センターは、千葉県の環境行政の中で次の４つの役割を担っています。 

◎ 県環境行政を科学技術の面から支援する。 

環境問題を改善・防止し、持続可能で豊かな環境を再生・創造

するためには、科学的なデータと考え方が必要不可欠です。環境

調査研究の専門機関として、また、新たな環境行政の方向性を提

示するシンクタンクとして、環境実態の把握や対策手法等につい

ての調査研究を通じて、環境行政を科学技術の面から支援する役

割を担っています。

技

術

支

援 

行

政

へ

の 

◎ 国や他自治体の調査研究機関と連携し、地域を越えた環境問題の

解決に貢献する。 

国立環境研究所等の国の研究機関、地方自治体の環境研究機関、

大学等と連携を図り、光化学スモッグや青潮等の広域的に発生する

問題、不法投棄など地域に共通した課題、地域を越えた環境問題な

どの解決に貢献しています。 

え

た

連

携 

地

域

を

越 

◎ 調査研究成果や環境に関する各種情報を分かりやすく県民に

提供する。 

環境問題の解決には、あらゆる主体による連携・協働した取組

が必要不可欠です。研究成果はもとより環境に関する基本的な情

報を、ホームページなどを通じて分かりやすく県民に提供すると

ともに、公開講座や出前講座など環境学習活動を推進し、県民に

よる環境保全の取組の普及拡大に貢献しています。 

環 
境 
情 
報 
提 
供

◎ 環境保全に関する国際協力に貢献する。 

地球温暖化や大気汚染等の問題は、地域や国境を越え影響を及

ぼす事例があり、広域的な対応も必要です。特に、激甚な公害を

克服したノウハウを有するわが国は、それらを途上国に伝えるな

ど国際的な貢献が求められています。環境研究センターは、国等

と連携し、途上国からの研修生の受入れや技術支援のための職員

の派遣などに積極的に取り組んでいます。

 国 
 際 
 貢 
 献 
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Ⅱ 調査・研究 
１．重点研究 
 環境研究センターでは、県民や行政のニーズを踏まえ、現在速やかな対応が求めら

れ、また今後対応が必要となる重点テーマを設定し、集中的・重点的に研究を行って

います。 
（１）光化学オキシダントに関する研究 
  千葉県の*光化学オキシダントによる 
大気汚染は、近年においても光化学スモ 
ッグ注意報の発令回数が比較的多く、改 
善傾向が認めにくい状況にあります。 

  光化学オキシダントは右図に示すとお 
り、大気中での複数の物質の複雑な反応 
によって発生するもので、様々な要因に 
よって高濃度となることが考えられます。 

（環境省パンフレットより） 
  このため、環境研究センターでは、光 
化学オキシダントの高濃度汚染が発生する原因の究明と、主要な原因物質である

*VOCの排出実態を把握し、VOC対策の効果について重点的に研究を行っています。 
（２）微小粒子に関する研究 
  大気中の粒子状物質のうち、粒径が 10μm 以下の粒子（*SPM）については、近

年、各種対策の効果により環境濃度は低下傾向にあり、１９年度には県内の全ての

大気環境常時測定局で初めて環境基準が 100％達成され、２０年度も継続しました。 
  その一方で、人体に対する有害性は、微細な粒子ほど影響が大きいことが指摘さ

れており、現在、PM2.5（粒径 2.5μm 以下の粒子）への対応が検討されていると

ころです。 
  また、更に微細なナノ粒子（粒径 0.05μm 以下）では、肺を通過して脳などの

器官に沈着し、より有害性を示すとの報告もあります。 

●

SPM

PM2.5

ナノ粒子

(粒径10μm以下)

(粒径2.5μm以下)

(粒径50nm以下)

●

SPM

PM2.5

ナノ粒子

(粒径10μm以下)

(粒径2.5μm以下)

(粒径50nm以下)

（粒子の大きさ［モデル図］）

  これらの微小粒子の汚染実態については未だ十分な知見が得られていないため、

環境研究センターでは県内の PM2.5 及びナノ粒子の汚染状況についてデータを把

握するとともに、対策に役立てるため、発生源を明らかにする研究を重点的に行っ

ています。 
 
 
 
 
 
 
 

（大気中粒子の粒径分布の概念図）     

東京都環境科学研究所ホームページより引用 
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（３）航空機騒音対策に関する研究 
  千葉県は、成田空港と下総飛行場等を抱え、さらに再拡張工事による増便が予定

されている羽田空港の航路下にあり、広範囲で航空機騒音問題が生じています。ま

た、環境基準の評価方法が改正され２５年 4 月に施行されることとなっていますが、

必ずしも体感に合致しないことや測定・評価について技術的な課題が残されていま

す。 
そこで、航空機騒音を新環境基準に基づき収集・解析し、測定・評価上の課題を

取りまとめ、より体感に合う評価方法について検討するとともに、航空機騒音の低

減対策を提案することとしています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 千葉県上空を通過する航空機 騒音測定機器 
 
（４）廃棄物処理施設の環境影響に関する研究 

廃棄物が処理・処分される過程

で周辺環境に対して様々な負荷、

影響を及ぼすことが懸念されてい

ます。このため、廃棄物*最終処分

場の埋立物の現状調査、保有水の

水質調査、廃棄物層のモニタリン

グにより最終処分場の廃止を適正

に判断するための指標の研究や千

葉県における廃棄物処理の現状を

整理し、コスト的に最適で環境負

荷の少ない廃棄物処理方法につい

ての研究を行っています。 
（５）未規制化学物質に関する研究 

本県には日本でも代表的な石油コンビナートが立地しており、「特定化学物質の

環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」に基づく届出排出量

（１９年度）では全国 8 位、届出移動量では 4 位となっています。便利な暮らしが

広がる中で、いろいろな化学物質が作られており、健康影響等が未解明なため排出
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が規制されていない化学物質や分析法などが確立していない化学物質もあります。 
このため、環境省の調査を受託し、化学物質の分析方法の開発や開発された分析

方法などによる県内の公共用水域の実態調査を進めています。 
また、未知の化学物

質及びその複合的汚染

に対しては、化学分析

だけでは、十分に対応

できないため、生物(メ
ダカ胚及び生体）の生

体反応及びその遺伝子

発現を検知することに

よる生物学的手法を用

いた環境モニタリング

手法について、東京大

学と共同で研究を進め

ています。 
 

 
（

印旛沼流域における窒素の動き 

６）閉鎖性水域の非特定汚染源に関する研究 

窒素やりんは、いろいろな対策を講じて事業場や生活排水由来の割合が低下した

 

  河川の水質は改善が進ん

でいますが、湖沼や東京湾

のような*閉鎖性水域（水が

滞留しやすい水域）の*富栄

養化による水質悪化（窒素

やりんが多すぎて、*赤潮や

*アオコと呼ばれるようなプ

ランクトンの異常発生が生

じること）は、対策を重ね

ているにもかかわらず、な

かなか改善していません。 
富栄養化の原因となる 

結果、対策が立てにくい市街地や農地、規制のかからない小規模の事業場等（こ

のような汚染源を非特定汚染源といいます）から排出される割合が増加していま

す。そこで、このような非特定汚染源について、汚濁の排出実態を調査し、効果

的な対策策定等の研究を行っています。 
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（

地質汚染の仕組み 

７）地質汚染に関する研究 
硝酸

性

．プロジェクト研究 
大気、水質、地質、廃棄物間の汚染物質の移動などを考慮し

を所管する４つの研究室が

ける環境改善

と

年度においては、「化学物質対策総合研究プロジェクト」を実施し、そ

の

始しました。 

よる CO2 など

温はこれまでの１００年間で

対

の巨大化、

(環境省 STOP THE 温暖化 2008 ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ)

県内の多くの地域において

窒素、有機塩素系溶剤、重金属に

よる地質汚染が確認されて、地下水、

湧水や河川などへの汚染の広がり

が問題となっています。このため、

地層本来の環境機能(地下水涵養機

能・地層の浄化機能など)を維持し、

汚染拡大を防止し的確な浄化が行

われるように、地下水汚染機構解明

調査と浄化対策方法を研究してい

ます。 

 
２

 近年の環境問題では、

総合的に対策を求められるものが多くなってきました。 
 このため、環境研究センターでは、それぞれの環境媒体

１つのテーマについて共同したプロジェクト研究を実施しています。 
１５～１９年度においては、「印旛沼をモデルとした特定流域圏にお

再生に関する研究」を実施し、その成果は、県行政の水質改善計画等に役立てられ

ています。 
１６～１９

成果は、県行政の「有害大気汚染物質環境リスクガイドライン」の作成や、当ガイ

ドラインに基づく予測・評価のデータ提供に反映されています。 
 ２０年度からは地球温暖化問題をテーマにプロジェクト研究を開

【地球温暖化防止プロジェクト】 
 地球温暖化は、化石燃料の使用に

人類がこれまでに排出した*温室効果ガスにより、

熱が地球外に放出されにくくなり、気温が上昇す

る現象です。 
 地球の平均気

0.74℃上昇しており、２１世紀末までに最大限

策を講じても更に 1.1℃、なにもしなければ最大

6.4℃も上昇すると言われています。 
 今後、海面水位の上昇、熱帯低気圧

水不足や穀物生産の低下などの影響が懸念されて

います。 
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 このため、国立環境研究所と全国の地方環境研究機関 24 機関で協力して、地球温

岸

は世界・国レベルが中心となって進められるものですが、例え

 技術支援 

ターは、これまで、各種環境汚染物質の分析手法の開発、大気汚染、

民、発

る技術支援 

 については、主に外部

 

（２）環境監視に対する技術支援 

、地下水）、航空機騒音、自動車騒音、

分析手法の確立、測定機器の維持・管理

（排煙試料採取を行うセンター職員） 

暖化がもたらす日本沿岸域の水質変化とその適応策に関する研究を進めています。 
環境研究センターでは暖流(黒潮)と寒流(親潮)の出会う海域にあたる千葉県外房沿

について海水温と*COD の経年的傾向を調べるなど、地域の特性を活かした研究

を行っています。 
 地球温暖化の研究

ば、九十九里地域は二酸化炭素よりも温室効果が高い*メタンガスが昔から噴出して

いる地域であり、これらの実態把握と対応方法を検討するなど、環境研究センター

の地球温暖化防止プロジェクトでは、地域性を有する地方が研究すべきテーマをい

くつか抽出して取り組んでいるところです。 
 

Ⅲ

 環境研究セン

水質汚濁、地質汚染等の実態調査、騒音、振動調査、各種汚染のメカニズム解明等

の業務を継続して進める中で、これらの知見・技術を蓄積してきました。 

 こうした蓄積された知見・技術を活かして、県行政、市町村、事業者、県

展途上国に対する技術支援を実施しています。 

 主な取組については次のとおりです。 

１．県が行う規制業務・各種調査等に対す

（１）汚染物質発生源の検査等に対する技術支援 

  県では大気汚染防止法や水質汚濁防止法、

ダイオキシン類対策特別措置法、廃棄物の

処理及び清掃に関する法律等に基づき、汚

染物質を排出する施設に対して立入検査を

実施しています。 

 排煙や排水の分析

委託により実施していますが、基準値を超

過した施設などに対しては、環境研究セン

ターが試料採取・分析を行っています。ま

た、委託分析機関に対しては分析内容の確

認や必要に応じ再分析を行いクロスチェッ

クするなどの技術支援を行っています。 

  県では大気環境、水質環境（*公共用水域

地盤沈下に関する監視を行っています。 

環境研究センターでは、環境監視方法や
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（騒音・振動技術講習会） 

（地下水・地質汚染調査） 

（公共用水域での採水） （大気常時監視測定局） 

業

 

．市町村が行う規制業務・環境調査等に対する技術支援 

前線で住民に直接接する

 、大気汚染、騒音振動、

 

２）地下水・地質汚染の機構解明・浄化対策技術支援 

含む）の汚染は現場毎に

汚染

 

． 削減対策等に対する技術支援 

事業場等において、県民セ

（

の影響を予測・評価できる

務や調査・分析に関する委託機関に対する精度管理、異常が認められた場合の詳

細な解明調査を実施するなどの技術支援を行っています。 

 

 

 

 

 

 
 

 

２

（１）技術講習会の開催 

  市町村は環境問題の最

行政機関であり、問題解決のために各種環境測定

が求められています。 

 環境研究センターでは

悪臭、水質モニタリング、地下水汚染等の測定に

関する技術講習会を開催し、市町村を支援してい

ます。 

（

 地下水や地層（土壌も

地下の地層の構造や地下水流動によって汚染の拡

散の状況が異なり、この汚染機構を解明した上で、

適切な対策を講じていくことが重要です。 

 環境研究センターでは、市町村が実施する

機構解明調査や汚染除去対策に対し技術支援を行

っています。 

３ 事業者が行う排出負荷

（１）事業場排水処理施設の改善等に関する技術支援 

  水質汚濁防止法により排出水が規制されている特定

ンターが行う立入検査で基準値を超過した事業場に対し、排水処理施設の改善、

製造工程の見直し等のアドバイスをするなど、技術支援を行っています。 
２）有害大気汚染物質環境リスク評価に係る技術支援 

  県では、有害大気汚染物質を排出する事業者が自らそ

よう、「有害大気汚染物質環境リスク評価方法ガイドブック」を作成し、予測・評
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価に必要な計算プログラムやデータを提供しています。 

 環境研究センターでは、リスク評価に関する研究を１６

（開発途上国研修生への講義） 

 年度から実施しており、

（

粒子状物質の原因と

に応じ、事業

 

．県民が行う環境調査等に対する技術支援 

民と協働で調査を行いながら、測定方

法
 

．開発途上国等への技術支援 
途上国からの研修生を受け入れ、環境調査・分析方

 
 環境情報の提供 

はこれまでの研究活動から数多くの知見を蓄積するとともに、

等を用いた環境学習の推進 
しての機能を担っています。環境学

 ンターの施設見学、

年度 受入数 派遣数 

ガイドブックの作成に協力するとともにその普及に努めています。 

３）ＶＯＣ対策アドバイス制度 

（VOC 測定を行うセンター職員）

  県では、光化学スモッグや浮遊

なるＶＯＣ（揮発性有機化合物）を排出する事業者に

よる排出抑制の自主的取組を支援するため、ＶＯＣ対

策アドバイス制度を実施しています。 

 環境研究センターでは、事業者の求め

所を訪問し、ＶＯＣの使用実態把握・測定を行い、工

程管理の改善・原材料の転換など排出抑制に対する無

償のアドバイスを行っています。 

４

河川の水質調査や生物調査等において、県

、測定結果の解析方法等について指導・支援を行っています。 

５

  環境研究センターでは、開発

法等に関する技術指導を行うとともに、環境技術支援のために職員の海外派遣の要

請に応えるなど、国際協力にも努めています。 

 

 
16 年度 9 0 

17 年度 13 0 

18 年度 7 2 

19 年度 40 0 

20 年度 34 0 

 

 

 

 

 

Ⅳ

 環境研究センターで

様々な環境関連情報を収集しており、千葉県の環境情報発信センターとしての役割を

担っています。 
１．学習展示施設

  環境研究センターは県の環境学習の拠点と

習施設には、各種展示ができるフリースペースとして環境学習コーナーを 19 年度

末に設置し、企画展を開催しています。さらに、団体等で利用が可能な研修室（定

員 100 名）があり、講義やワークショップが開催できます。 
 環境に関する資料等の提供、パネル・ビデオ等の貸し出し、セ

学習会等の開催、学校･公民館・地域での環境学習などへ講師を派遣しています。 
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．公開講座等による環境情報の提供 
ナーシップの確立 

 
．施設見学の受入 

設を公開し、環境問題への理解を深めていただくために、自治

会

分
化学物質、地球温暖化、環境教育を
学ぼう

房総の地質環境を学ぼう

地区 市原地区

住所 市原市岩崎西１－８－８

概要 ○施設見学標準コース（2時間）：各施
設見学と担当研究員による説明
大気汚染測定局／環境放射能測定棟
／無響室／ダイオキシン分析／展示
施設
○テーマ別各専門の研究員（大気騒
音振動研究室／廃棄物・化学物質研
究室）による講義、環境教育ワーク
ショップ
ご要望に応じて（テーマ・人数・習熟
度・時間等）学習プログラムを作成。
施設見学箇所の組合せ、施設見学と
講義の組合せなど、ご要望に応じて
（時間設定等）対応可能。

○水環境、排水処理に関する説明、
講義
　・千葉県の河川・湖沼の水質と移り
変わり
　・東京湾の赤潮・青潮　・水の中の小
さな生き物たち
　・身近な水の簡単な試験　・水をきれ
いにする方法について
　・生活排水の浄化と合併処理浄化槽
・生活用品の中のちっそ、りん
○テーマ別の講義、実習　ご要望に応
じて(テーマ、人数、習熟度、時間等）
話題、実習、施設見学等を組み合わ
せて対応可能

職員が案内し説明します。
○展示
地球環境の変遷（世界の代表的な岩
石・化石を手にとって見ることができま
す）／大地の生い立ち（房総の岩石と
地層）／地下資源／地盤沈下と地下
水盆管理／地質汚染の調査と対策／
地震の観測／地震と地質災害／液状
化－流動化被害
○実験・体験
１．地層の液状化実験 ２．とび跳ねた
ときの振動測定 ３．水準測量 ４．地
下水位の測定 ５．地下水流動と地下
水汚染の進行の実験

対象 小学校高学年から一般 小学校高学年から一般 小学校低学年から一般

受入れ人数 施設見学（10人～45人）、講義（20人
～100人）

施設見学（10人～40人）、講義（2人～
40人）

施設見学（5人～40人）

所要時間 60分から120分程度 30分から90分 90分から120分

体験コー
ナー

無響室、大気測定車 常設されていません。ご要望に応じま
す。

日程によっては準備できないものもあ
ります。

稲毛地区

千葉市美浜区稲毛海岸３－５－１

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２

  公開講座は、県民の方々とのパート

を目指し、県民の方々が参加できる環境問題に関する講 
座を開催する事を考え、多くの方々が、様々な環境に関 
するテーマを受講できるように、月１回開催しています。 

３

センターの研究施

、公民館、環境保全活動団体、小学生社会科見学などの施設見学を受け入れてい

ます。見学団体の目的に応じた見学コースとし、ご要望があれば、講義やワークシ

ョップと組み合わせた個別プランを作成しています。 
野 千葉県の大気、騒音、振動、廃棄物、 千葉県の水環境を学ぼう
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４．研究成果の活用及び発表 
 環境研究センターが行った調査研究活動の成果につい

ては、環境施策へ反映させるとともに、調査研究業務の

成果を取りまとめ、毎年千葉県環境研究センター年報と

して教育機関等へ配布、ホームページによる公表を行っ

ています。 
 
５．出前講座等の各種講師派遣 

県民の要望に応じて、環境研究センターの施設見学、

学習会等の開催、学校・地域での環境学習など、環境研

究センター職員を講師として派遣する出前講座を実施し

ています。 
 
６．環境情報資料等のホームページ等による情報提供 

調査研究活動の成果につ

さらに、環境研究センター

 成果の紹介、環

境問題の解説などを分かり

記

 
 

いては、公開講座の開催、各

種学会での発表、研修会への

講師派遣、千葉県環境研究セ

ンターニュース等を通じて、

県民の皆様に提供していま

す。 

ホームページや地質環境イ

ンフォメーションバンクに

おける情報提供を行ってい

ます。 
 また、研究

やすい表現で伝えるため、上

の情報提供に加え、ゴミ問

題、温暖化問題などの啓発用

冊子を発行しています。 

（ホームページ） 
http://www.wit.pref.chiba.jp 

/index.htm

 


